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要旨 

本研究は、1963 年から 2010 年にかけて約 50 年にわたり収集された日本の長期マイクロ

データを用い、家族価値観、特に「老後に子どもに依存する意識」の長期的変化とその規

定要因を分析する。まず、親が老後の生活保障を子どもに期待する割合が、期間を通じて

一貫して低下していることを確認する。次に、差の差（Difference-in-Differences）分析を用

いた準実験的手法により、この低下傾向が 1980 年代半ば以降、とりわけ就業女性におい

て顕著であることを示す。 
 
この変化は、1986 年の男女雇用機会均等法の施行および被用者年金制度における第 3 号

被保険者制度の導入といった全国的な制度改革と時期的に一致しており、労働市場と社会

保障制度の変化が家族内の規範や期待に影響を及ぼした可能性を示唆している。さらに、

教育水準や所得といった機会費用要因が家族価値観に有意な影響を与える一方で、制度的

要因も同程度に強い影響力を持つことが明らかとなった。 
 
本研究の結果は、急速な高齢化と家族構造の変化に直面する日本のみならず、今後同様

の課題に直面する発展途上国・中所得国にとっても重要な政策的含意を持つ。すなわち、

持続可能な高齢期支援体制を構築する上では、家族・市場・国家の役割分担を再検討する

と同時に、制度改革が家族価値観に及ぼす長期的影響を考慮する必要があることを示して

いる。 


